















































































































































































































西部地区合計 51 404 161 236 852 493a549一 一 一 128682541，999 30．64 43．88












































































































































































































































































































































































兵庫小計 3 30 7 19 59 7 a4177α2 27．4 2411Z1244043 2897400

























三重小計 3 19 011 33 0 221072．8 272 0 3＆2211499 25．50 1．31
滋賀花王 1 5 0 2 8 0 571 80 15 51α582 679 1558α36


























和歌山小計 1 10 7 6 24 0 9195α0 348 15．2 4α0191，115 3589L36
近畿地区計 6 47 7 24 84 0 536470．2 245 5．3 11a1454202 2693386
京阪神・近畿
n域合計

















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































奈良販社（取引小売店数） 265 370 343272 56，　　23 11 1β40
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700万※
①社名
②関係卸店あるいは経営者
③設立年月
④創業時資本金
　参考資料：「花王販社ヒストリー，ほか。
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れら3社からは得意先の提供はなされなかった。
　表一3をみると，北勢花王の人的規模は7名と小規模であることがわかる。ファミリースト
ア店数は558店で，月商が約1ρ99万円であり小規模販社ということになる。先にみた摂津花
王と比べると，ファミリーストア店数が少ないにもかかわらず，売上高が大きい。しかも，設
立時に参加した卸店が得意先をすべて提供したにもかかわらず，1970年の直販比率が65％と
なっている。これは，1968年に資本参加した卸店が得意先をごく一部しか提供しなかったこ
とによる希釈化と考えられよう。
　その後，1971年4月には中古社屋を購入して移転し，さらに1980年4月には新社屋を建設
して移転している。この間の1977年3月には，コンピュータを導入している。
②中部三重花王・南勢花王から花王製品南三重販売へ
　1968年5月，津市の冨田屋（津市栄町）が中心となって，津，鈴鹿，四日市の特約店（B
級店，2次卸店）に呼びかけて，中部三重花王販売を設立した。所在地は，冨田屋と同じ場所
であり，500万円の資本金の全部を冨田屋と冨田家の関係者で出資した82）。
　一方，同年9月には，合同商事（伊勢市河崎町）などが中心となって，資本金400万円で南
勢花王販売を設立した。中部花王販売と南勢花王が1970年に合併して，花王製品南三重販売
となったのである。
　南三重販売の規模をみると，表一3に示されるように，人的規模は17名，ファミリースト
ア店数は552店である，北勢花王よりも，少しファミリーストア店数は少ないが，直販比率は
80％と高く，月商も倍近くの約1，923万円であった。いま少しで中規模販社の範曙に仲間入り
する販売実績である。なお，合併時の資本金は，1，200万円であったが，1983年には花王石鹸
の資本参加を得て，資本金2，576万2，000円としている。
③三重第一花王
　1968年8月には，伊賀上野の花王石鹸の代理店であった内金（伊賀上野市紺屋町）が中心
となって，桑名，鈴鹿，津，松阪のB級店（特約店，2次卸店）に呼びかけて，三重第一花王
販売を設立した99＞。1970年時点の同社の人的規模は，表一3に示されるように9名と小規模
ながら，ファミリーストア店は1，100店と多く，直販比率も75％という高さであった。それに
もかかわらず，1969年時点の平均月商をみると，他の三重県の販社よりも低い実績であった。
これは，エリアの対象人口が少ないことと関係していると思われる。
　前述のように，中部三重花王の設立の際も，鈴鹿や津の卸店が参加しており，この三重第一
花王の設立に参加した卸店と重複するエリアがあった。このため，南三重と南勢の合併によっ
て中部三重花王が発足した翌年の1971年には，三重県内のエリア調整が行われ，三重第一花
王では，発足時に設けていた津連絡所を廃止して，鈴鹿営業所を設置した。
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　1973年9月には，上野商業卸団地内の新社屋が完成して移転し，1981年11月には同団地内
にふたたび新社屋を竣工させた。翌1982年2月には，コンピュータを導入している。
　なお，これら三重県の3つの販社については，前述の『販社体制整備3ヶ年計画』と『販社
体制整備5ヶ年計画』のいずれにおいてもen），北勢花王と三重第一花王を1973年9月頃に合
併し，南三重との2販社並立で進めることとされていた。しかし，3社は1973年9月以降も
独立したままであり，1986年4月になって中部地区の4つの販社85）とともに，東海花王販売
へと統合されることとなる。
おわりに
　最期に本稿で明らかにされたことを整理し，今後の課題についてふれておくことにしたい。
　まず第1に，この三重県を含む京阪神・近畿地域は，人員数花王製品取扱小売店数（ファ
ミリーストア店数）および売上高などで，全国のほぼ4分の1から5分の1を占めている地域
であった。とくに，直販比率は，京阪神の平均で74％以上，それ以外の近畿地区でも70％以
上ときわめて高い地域であった。ただし，大都市圏の京阪神地域の販社とそれ以外の近畿各県
の販社とでは，売上高規模や花王製品の浸透度に大きな差異があり，双方の対象とする市場の
違いを明示していた。
　第2に，販社の設立に際しては，京都花王設立の際にみられたように，利幅の小さい販売額
の小売店以外が販社の流通経路に吸収される方針が示されたこともあって，大きな反対運動が
起こった。しかし，花王側の説得や販社側の業務上の理由による譲歩によって，次第に矛は納
められることとなった。ただし，このことは，その後も反対運動の主体のひとつであった薬品
関係の卸店や代行店との協力関係に配慮を促すこととなったとみられ，そうした経営行動も散
見された。
　第3に，この地域の特徴とみられた直販比率の高さは，販社の設立や統合の過程の事情と深
く関わっていた。京都花王，大阪北部花王，大阪南部花王，姫路花王，滋賀花王，奈良花王，
南三重花王，三重第一花王などは，直販比率が74％以上と高かった。なかでも，当初から1
県1販社へと結集した滋賀花王や奈良花王のそれは，きわめて高かった。それは設立に参加し
た多くの代理店が，その取引先小売店をほぼ全部供出したことによる。ただし，北勢花王のよ
うに，当初の参加卸店がほぼ全部の取引先小売店を供出したにもかかわらず，その後の地域卸
店の資本参加の過程で，小売店の供出がなく直販比率が低下したとみられるものもあった。
　第4に，各販社の経営を資本金規模でみると，創業資本金は100万円台から300万円台のも
のと750万円から1，500万円までのものに大きく2分されている。前者の資本金規模の販社も，
合併の過程で，1，000万円以上の資本金規模になるものが多かった。
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　第5に，この地域の花王販社は，1966年から68年にかけて設立されたが，1970年までに各
府県の販社が1～4社へと集約された。この時期，コンピュータの導入や物流の合理化が並行
的に進展したが，大阪北部花王や姫路花王のように，錯綜した商流・物流の合理化のための市
場（エリア）調整が，明確に統合の目的とされた場合もあった。姫路花王のように，合併する
各社が競合関係にある場合，花王石鹸が調整面で主導権を発揮する場合もあった。
　第6に，統合が広域化する過程で，花王による経営者派遣や出資などによって，主導権が次
第に花王へ移行する形跡もみられた。その後，集約化といくつかの販社の清算があって，各府
県1～3社となり，1987年には，三重県を除いて，大阪府2社，京都府2社，兵庫県3社，
滋賀県1社，和歌山県1社の計9社による広域販社の近畿花王販売へと統合されることになっ
た。
　今後は，以上のような京阪神・近畿地区の販社の設立と経営過程および販社統合の過程にみ
られた諸特徴が，’他の地域の販社でも共通にみられることなのか否かについて検討を進めるこ
とにしたい。
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54）ここでの大阪花王製品南部販売に関する叙述は，特に断りのない限り，前掲『花王販社ヒストリー　大阪
　　花王販売（株）』による。
55）花王石鹸株式会社『花王製品専業卸販売会社設立計画書（新会社名）大阪花王製品北販売（株＞」（1968年
　　10月）1頁。
56）同書，2頁。
57）同書，2頁。
58）ここでの大阪花王製品北部販売に関する叙述は，特に断りのない限り，前掲『花王販社ヒストリー　大阪
　　花王販売（株）』による。
59）ここでの摂津花王製品販売に関する叙述は，特に断りのない限り，『花王販社ヒストリー　摂津花王製品販
　　売（株）』（1985年6月13日作成）と前掲『東部・西部代理店（A級）名簿』38頁による。
60）前掲『販社体制整備5ヶ年計画』48頁。
61）ここでの大阪花王販売と近畿花王に関する叙述は，前掲「花王販社ヒストリー　大阪花王販売（株）』によ
　　る。
62）花王石鹸株式会社『花王販社だより　ひろば』No．93（1984年7月）27頁。
63）同書，28頁。
64）ここでの近畿花王商事に関する叙述は，『花王販社ヒストリー　近畿花王商事株式会社』（1985年6月14日）
　　による。蛭子商店の所在地は，前掲『東部・西部代理店（A級）名簿』36頁による。
65）前掲「花王初期販社の設立過程と経営状況」。
66）ここでの神戸花王に関する叙述は，『花王販社ヒストリー　神戸花王（株）』（1985年6月10日作成）と『花
　　王販社だより　ひろば』No．5（1969年8月）12～14頁による。伊藤安の所在地は，前掲『東部・西部代
　　理店（A級）名簿』40頁による。またカドヤ本店と友藤幸治郎商店の所在地は，前掲『昭和44年9月1日
　　現在代理店名簿』12頁による。
67）ここでの神戸花王の業務に関する叙述は，前掲『花王販社だより　ひろば』No．5，12～14頁による。
68）花王石鹸株式会社『花王販社だより　ひろば』No84（1983年1月）27頁。
69）花王石鹸株式会社『花王販社だより　ひろば』No96（1985年1月）28～29頁。
70）ここでの姫路花王および前身の本多花王と城南花王に関する叙述は，特に断りのない限り『花王販社ヒス
　　トリー　姫路花王（株）』（1985年6月11日作成）と森露秋『ハリマ共和物産80年史』（ハリマ共和物産，
　　1987年）104～113頁による。また本多花王の所在地は，前掲『東部・西部代理店（A級）名簿』40頁による。
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　　城南花王の所在地は，前掲「昭和44年9月1日現在代理店名簿」12頁による。
　　なお，城南花王の母体となった津田物産は．1968年3月に，岡山の岡山石鹸（岡山市門田屋敷）と広島の
　　中野彦三郎商店（広島市西大工町）とともに，資本金180万円の西日本共和物産を岡山市に設立し共同仕
　　入などの事業を行った。翌年．3社が結束の意識を強化するために，社名を「○○共和物産」とすること
　　とし，津田物産はハリマ共和物産，岡山石鹸は岡山共和物産，中野彦三郎商店は広島共和物産岡山市にそ
　　れぞれ改称した。その後，徳島の徳倉商店（徳島市左古町：徳倉共和物産．1985年に脱会），愛媛の森宗商
　　店（今治市本町：愛媛共和物産），尾道の向畑商店（尾道市海岸通リ：尾道共和物産），松江の米田洋三郎
　　商店（松江市東本町：松江共和物産），ケンショウ（高知県醤油）（高知市北本町）などが参加したが，徳
　　倉共和は1985年に脱会し，別途，設立された福山共和物産を合わせて，1987年時点で8社のグループとなっ
　　た。また1969年11月には、ハリマ共和物産は，本多花王を合併した（前掲『ハリマ共和物産80年史』116
　　～128頁，各社の所在地は前掲『東部・西部代理店（A級）名簿』あるいは前掲「昭和44年9月1日現在
　　代理店名簿』による）。
71）ここでの但丹花王に関する叙述は，特に断りのない限り，「花王販社ヒストリー　但丹花王製品販売（株）1
　　（1985年6月11日作成）による。久屋と但馬屋紙店および松田商店の所在地は，前掲r東部・西部代理店（A
　　級）名簿』41頁による。ただし，前掲『昭和44年9月1日現在代理店名簿』12頁では，久屋の所在地は，
　　豊岡市京町となっている。
72）花王石鹸株式会社『花王販社だより　ひろば』No．66（1979年11月）27～28頁。
73）ここでの阪神花王に関する叙述は，図版史料「近畿花王販売（株）の歴史』（作成年不明），前掲「花王販
　　社だより　ひろば」Nα5所収「全国花王販社一覧」および前掲『東部・西部代理店（A級）名簿」40頁
　　による。
74）ここでの滋賀花王に関する叙述は，特に断りのない限り『花王販社ヒストリー　滋賀花王製品販売』（1985
　　年6月13日作成），前掲r東部・西部代理店（A級）名簿』，前掲『昭和44年9月1日現在代理店名簿』お
　　よびライオン油脂株式会社「昭和47年4月1日現在代理店名簿』による。設立発起人の7名とは，加納久
　　吉（加納商店取締役）のほか，鈴木敏雄（鈴木商店代表取締役社長），尾賀義雄（尾賀亀商店；近江八幡市
　　魚屋町中；代表取締役社長），梅原又右衛門（越後屋代表取締役）t太田正一（加納商店取締役），松本久雄
　　（不明），松田幸平（不明）とされている。加納商店の所在地は，前掲『東部・西部代理店（A級）名簿』
　　44頁では，彦根市四番町87となっており，前掲『昭和47年4月1日現在代理店名簿』12頁では，彦根市
　　本町1」9－4となっている。
75）ただし前掲『花王販社だより　ひろば」No．5所収「全国花王販社一覧」では，彦根市四番町67となって
　　いる。いずれにせよ，加納商店と近接していることがわかる。
76）ここでの奈良花王に関する叙述は，「花王販社ヒストリー　奈良花王』（1985年6月11日作成）、前掲『販
　　社体制整備5ヶ年計画』103頁，花王石鹸株式会社『花王販社だより　ひろば』No．4（1969年6月）10～
　　14頁，前掲『東部・西部代理店（A級）名簿』，前掲『昭和44年9月1日現在代理店名簿』および前掲『昭
　　和47年4月1日現在代理店名簿』による。なお、設立に参加した問屋数は「花王販社ヒストリー　奈良花王』
　　では17社となっているが，『花王販社だより　ひろば』No，4，11頁では18社とされている。なお，1981
　　年4月には，南和の有力店の油半商事と北和の有力店の中谷玉水堂が合併してシンフウ物産を設立し，花
　　王製品を扱っていた中谷玉水堂はシンフウ物産となってからは花王製品の取引がなくなった。
77）天理市の新社屋の概要については，花王石鹸株式会社『花王販社だより　ひろば』No．97（1985年10月）
　　27～28頁。
78）ここでの和歌山花王と紀北花王に関する叙述は，特に断りのない限り，r花王販社ヒストリー　和歌山花王
　　製品販売（株）』（1985年6月7日作成），前掲『販社体制整備5ヶ年計画』103頁，前掲『東部・西部代理
　　店（A級）名簿」および前掲『昭和44年9月1日現在代理店名簿』による。
79）前掲『販社体制整備3ヶ年計画122頁および前掲r販社体制整備5ヶ年計画j49頁。
80）ここでの北勢花王に関する叙述は，特に断りのない限り，r花王販社ヒストリー　北勢花王』（作成年不明），
　　前掲『東部・西部代理店（A級）名簿』による。なお，水谷商店，福井商店，江川屋商店は，同名簿には
　　記載されていない。
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81）前掲「花王販社ヒストリー　北勢花王』では，北勢○，丸三商事，阪田屋商店となっているが，北勢○の
　　○の部分が判読しにくく，現段階では特定できていない。
82）ここでの中部三重花王，南勢花王および花王製品南三重販売に関する叙述は，『花王販社ヒストリー　南三
　　重販売（株）』（1985年6月5日），前掲『東部・西部代理店（A級）名簿』および前掲『昭和44年9月1
　　日現在代理店名簿』による。
83）ここでの三重第一花王販売に関する叙述は，「花王販社ヒストリー　三重第一花王販売（株）』（1985年6月
　　5日作成），前掲「東部・西部代理店（A級）名簿』による。
84）前掲「販社体制整備3ヶ年計画121頁および前掲r販社体制整備5ヶ年計画』48頁。
85）名古屋花王製品販売（1968年9月設立）と中京花王製品販売（1968年5月設立）が1971年11月に合併し
　　た花王製品東海販売，三河花王製品販売（1968年8月設立），豊橋花王製品販売（1968年10月設立）およ
　　び岐阜花王製品販売（1968年4月設立）の4社である。
【付記】
　本稿執筆に際して，花王株式会社社史編纂室の方々に多大なるご理解とご協力を賜わった。記して，関係
者に感謝の意を表したい。
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　　　　　The　Formation　and　Merger　of　Kao　Sales　Co．
　　　　in　Kyoto，　Osaka，　Hyogo　and　other　Prefectures
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　in　the　Kinki　Area
This　paper　is　one　in　a　series　of　articles　on　business　historical　analysis　of　Kao　Sales
Companies（exclusive　wholesale　companies）and　reviews　the　process　of　establishment　and
merger　of　the　Kao　sales　companies　in　Kyoto，　Osaka，　Hyogo　and　four　other　prefectures　in　the
Kinki　area　from　1967　to　the　1980s．　It　examines　the　management　outcomes　and
achievements．　The　points　of　this　case　study　are　follows．
First，　the　sales　companies　in　the　Kinki　region　and　Mie　Prefecture　comprised　about　one－fourth
to　one－fifth　of　the　nationwide　total　in　terms　of　thelr　number　of　employees，　number　of　retail
stores（called　family　stores）in　their　network，　and　the　average　monthly　sales　amount．　The
direct　sales　ratio，　or　the　percentage　of　total　sales　going　directly　to　family　stores，　averaged
more　than　74　per　cent　in　the　Keihanshin　area（urban　and　suburban　regions　of　Kyoto，　Osaka，
and　Hyogo　prefectures），　and　above　70　per　cent　for　sales　companies　in　other　Kinki　areas．
These　ratios　were　very　high　in　comparison　to　percentages　in　the　rest　of　the　nation．
However，　there　was　a　big　gap　in　the　monthly　sales　and　consumer　usage　rates　of　Kao
products　between　the　urban　Keihanshin　area　and　the　rest　of　the　Kinki　region．　This　implies
that　the　market　conditions　were　very　different　in　the　urban　and　rural　areas．
Secondly，　Kao　had　established　as　its　policy　to　absorb　all　but　the　smallest　of　the　retailers　into
the　new　distribution　network．　This　policy　of　establishing　sales　companies　met　with　great
resistance　from　the　wholesalers，　as　in　the　case　of　the　Kyoto　sales　company．　Eventually，　the
wholesalers　acquiesced　to　the　persuasion　of　Kao　Sales　headquarters　and　concessions　made
by　the　Kyoto　Sales　Company．　This　history，　however，　made　the　Kyoto　Sales　Company　pay
close　attention　to　its　working　relationship　with　wholesalers　and　agents　of　over－the－counter
medicines　who　were　at　the　core　of　the　resistarlce　movement．
Thirdly，　the　high　level　of　the　direct　sales　ratio　for　the　sales　companies　in　this　region　was
closely　related　to　the　circumstances　surrounding　the　formation　of　each　sales　company．
Because　the　wholesalers　that　were　involved　in　the　formation　of　each　sales　company
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transferred　virtually　all　of　their　retail　accounts　to　the　new　sales　company，　the　sales
companies　were　able　to　maintain　a　high　direct　sales　ratio．
Fourth，　the　sales　companies　can　be　divided　into　two　groups　according　to　their　level　of　initial
capitalization．　One　group　of　sales　companies　was　capitalized　between　one　million　and　three
million　yen。　The　other　group　of　much　larger　companies　was　capitalized　between　seven　and
half　mi1lion　and　fifteen　millions　yen．　With　further　integration，　most　of　the　sales　companies　in
the　first　group　eventually　exceeded　ten　million　yen　in　capitalization．
Fifth，　sales　companies　in　this　region　were　established　between　1966　and　1968．　However，　by
1970，they　were　integrated　so　that　only　one　to　four　sales　companies　remained　in　each
prefecture．　In　some　cases，　such　as　North　Osaka　and　Himeji，　such　integration　was
implemented　in　order　to　rationalize　and　modernize　a　convoluted　market　and　distribution
system．　When　partners　of　such　merger　were　highly　competitive　with　each　other，　Kao　Sales
headquarters　stepped　in　and　mediated　between　the　parties．
Sixth，　as　mergers　of　sales　companies　proceeded　so　that　companies　covered　increasingly
larger　territories，　Kao　headquarters　increasingly　took　the　initiative　of　implementing　the
integration　by　providing　senior　management　personnel　and　capital．　Eventually，　the　number
of　sales　companies　was　reduced　through　merger　to　one　to　three　per　prefecture．　Finally　in
1987，the　remaining　nine　sales　companies－two　in　Osaka，　two　in　Kyoto，　three　in　Hyogo，　and
one　each　in　Wakayama　and　Shiga－were　merged　to　form　the　Kinki　Kao　Sales　Company，　a
single　sales　and　distribution　company　responsible　for　the　entire　region．
